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なぜ競業禁止契約は無効か

事実経緯

A有限会社（以下A社という）はA社の勤務中のD氏と【企業従業員守秘契約】を締結し、その契約においてD氏の離職後2年以内A社と同業他社に就職できないことのほか、競業禁止の補償金を約束した。

2008年11月16日、D氏はA社に辞表を提示、A社より12か月の競業禁止補償金計10,080元を支払われた際、守秘契約のすべての条項を遵守すると表明した。

その後、A社は調査でD氏が離職手続の前から今までずっと同業の某食品有限会社（以下、E社という）に勤務していると発覚した。

2010年9月18日、A社はD氏が競業禁止契約を重大に違反したことを理由に裁判所に提訴し、違約金50万元の支払、本案訴訟費の負担を求めた。

判決趣旨

法廷審理中、D氏は、A社との守秘契約における競業禁止条項の補償費に関して合理性が欠け、無効であるという理由で、競業禁止の業務を負わないこと、原告は保護に必要な商業秘密が存在しておらず、一方的な競業禁止条項が成立できないこと、競業禁止条項に決められた競業業務にも従事せず、たとえ自分が違約金を負担すべきであるとしても、A社の請求しようとする50万元の違約金が高すぎると答弁し、A社の訴求を退けるよう要求した。

A社は、自らの主張を裏付けるためにD氏との労働契約、守秘契約、日本の研修誓約書及びその費用明細、E社の工商登記資料などの証拠を裁判所に提出したほか、A社の辞職後のD氏が、E社で乾燥剤プロジェクトの推進役及び機械設備の保守を担当している事実と、そのE社の経営範囲に乾燥剤の生産、加工を含まれ、D氏が競業禁止条項に違反したことを理由に残りの競業禁止補償金を支払わなかったと法廷で強調した。

裁判官は、D氏の収入は離職前の月収2500元から競業禁止補償金の毎月840元まで急減し、最低賃金レベルに属しており、D氏はA社を退職後、競合関係のあるE社に任職し、競業を構成する業務に従事しているが、A社の補償が不合理であると結論を出した上、D氏は競業禁止義務、つまり競業禁止契約の違約責任を負わないものとしてその代わりに、A社の支給した補償金10,080元を返上し、且つ2008年11月17日から履行日までの同期銀行預金利息をA社に支払えと命じる。一方、A社のD氏に対する違約金支払の訴訟請求を退けるとの判決文を下した。

コメント

本案は競業禁止に約束した事由に該当しているが、その競業禁止契約は有効か、D氏は競業禁止の義務を負うべきかどうかに関して、「契約法」における契約効力の認定に関する一般規定に拠るほか、また以下の諸要素を考慮しなければならない。

競業禁止契約は単独に存在するものではない。

本案のD氏はA社の元社員であり、A社と労働契約の締結後、守秘協議を交わし、競業禁止契約が単独に存在していない要求に合致している。

競業禁止契約を締結する使用者側が守るべき利益を有している。

本案のA社は、D氏にもっとA社の為に役立ってもらうよう、社費で日本へ研修派遣させたことをその競合相手のE社によって利用されることを決して望んでいないだろう。それは競業禁止契約に求める保護に値する利益を有する要素を構成している。A社は商業秘密があってこそはじめて競業禁止契約が成立するとのD氏の所謂抗弁主張は競業禁止契約における使用者が守る利益の範囲を狭め過ぎ、使用者の合法利益の保護に不利になる。故にD氏の主張は裁判所に受け入られなかった。

競業禁止業務に禁じる労働者の就労業種、期限及び範囲は妥当である。

本案のD氏は就労を禁止される乾燥剤生産および設備管理の業界に当てはまるほか、2年間の同業就労禁止期限は合理的な範囲にある。

使用者は合理的な補償金を支払わなければならない。

補償金の支払いの合理性について統一の規定がなく、各地域の地方法規では、労働者の離職前報酬の三分の一、二分の一、または三分の二などそれぞれ基準ラインを設け、補償金の妥当性に関し判断根拠とする。

然し、本案の裁判官は、前記の基準ラインを採用せず、補償金の形成の経緯に着眼し、D氏が陳述した、A社との競業禁止契約際、弱者の立場に立たされ、競業禁止の義務を負う一方、元の生活レベルの大幅なダウンを強いられており、A社のD氏に対する補償金が不十分であるとの言い分を認め、D氏が競業禁止義務を負わないと判決を致したわけである。

２、実際に競業禁止補償金を幾ら支払えばよいかについて、上記（４）の基準ラインよりも、寧ろその労働者の住居地の生活レベル、物価、最低生活保護レベル、最低賃金レベル、医療、住宅コスト、労働者の原収入等諸要素を重視し、総合的に補償金を算定し、全体的に労働者の元の生活レベルを非合理に大幅に引き下げないよう留意すべき。さもなければ、せっかく締結された競業禁止契約は無効になってしまうだろう。


国務院の「中国（上海）自由貿易試験区全体方案」について

2013年9月18日、中国国務院が「中国（上海）自由貿易試験区全体方案」（以下、本方案と略称）を公布した。本稿ではその概要について以下の通り述べてみます。
一、背景

中国はWTO加盟後第二次産業の改革は進展を遂げたが、第三次産業全体の改革は進まれておらず、また米国を始めとして多国間協議しているTTPに取り残されたままで、国際貿易及び投資において自国に不利な影響を危惧し、その状況を脱却する為によりいっそう市場を開放し、国際経済自由化の流れに溶け込んでこそ、中国経済の継続発展を可能にし、延いては将来TTPへの加入及び中米投資協定の為に必要でもあり、不可欠でもあると判断し、その国内体制及び理念の改革に応えるよう本方案に期待がかかっていると過言ではない。

二、政府の行政機能の改革の加速、行政の透明度の向上
国際的な投資規則に相応する行政管理体系作りを探索し、事前の審査認可から事中、事後の監督へ転換し、ワンストップ受理、総合審査批准と効率運用のサービス方式を確立し、異なる部門の協同管理メガ二ズムを実現する。

三、外商投資は認証制から届出制への変更
ネガティブリスト（合計で18総類、89大類、190条管理措置）以外の分野について、内外一致の原則に従い、外商投資項目を認証制から届出制へ改め、外商投資企業の定款審査批准を取り消し、ネガティブリスト以外の外商投資一般項目について、早くて４日の業務日で営業ライセンス、機構番号は発行される。

四、人民元クロスボーダーの先行試験の実施
リスクコントロールが可能である前提下において、試験区内人民元資本項目為替、金融市場利率市場化、金融機構の資産の価額形成の市場化を行う。

五、試験区の要求と合致した試験区管理制度の構築

企業が輸入船積書類をエビデンスとして、貨物を直接試験区内に搬入し、その後改めて輸入備案リストを用いて主管税関に申告手続きを行うことを許容する。

試験区内に設立された企業が生産、加工して「第二線（試験区外）」を経由して内地で販売される貨物は規定に応じて関連する増値税、消費税を徴収する。
六、企業の5年内の所得税分納の可能
試験区内に登記した企業または個人株主が非貨幣性資産による対外投資等の資本再編行為によって、発生した資産価値増加部分については、5年を超えない期限内において所得税を分納してよい。

現行政策の枠組の下、試験区内生産企業と生産性サービス業が輸入を必要とする機械、設備等の貨物は免税とするが、生活性サービス業等の企業が輸入する貨物は法律、行政法規及び関連規定において明確に免税不可とされている貨物は除外する。
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	中華人民共和国国務院公布の「中国（上海）自由貿易試験区全体方案」について『重要法規解説』をご参照下さい）
	2013/09/18 

	2
	財政部の研究開発費用税前計上控除関係政策問題に関する通知现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2013/01/01

	3
	国家税務総局の「営業税の増値税徴税クロスボーダー課税サービス増値税免税管理弁法（試行）」の公布に関する公告

	2013/08/01

	4
	最高裁の「中華人民共和国企業破産法」適用に関する若干問題の規定
	2013/09/16

	5
	国家工商行政局の「国家工商総局の中国（上海）自由貿易試験区建設の支持に関する若干意見」の配布に関する通知
	2013/09/26

	6
	文化部の中国（上海）自由貿易試験区文化市場管理政策の実施に関する通知
	2013/09/26

	7
	国家工商行政局の中国（上海）自由貿易試験区営業ライセンス試行の同意に関する批複
	2013/09/26

	8
	最高裁の虚偽恐怖情報の捏造、故意伝播の刑事案件審理法律適用若干問題に関する解釈
	2013/09/30
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